
【３】その他の制度融資等について    

１ 畜産関係制度融資について 
 

(1)畜産関係資金（負債整理、償還負担軽減、家畜伝染病等対策） 
  
   畜産農家が利用できる資金については、既に説明した農業経営改善関係資金等も含め、様々な 

ものがあります（(2)に「畜産関係融資制度」一覧を添付）が、ここでは、そのうち、負債整理 

資金、償還負担軽減対策に関する資金、家畜伝染病等への対応資金について、概略を説明します。 

 

■負債整理資金 

 大家畜・養豚特別支援資金 

  目   的：既往借入に係る償還が困難になっている大家畜経営者又は養豚経営者に対する 

        借換資金の提供 

  原   資：農協等 

  融 資 機 関：農協等（(公社)中央畜産会による利子補給あり） 

  償 還 期 限：25年以内等（据置期間 5年以内等） 

  借入限度額：都道府県知事等の承認を受けた経営改善計画に定める借入計画額 

  貸 付 利 率：0.30%（令和 3年 11月貸付適用分）   
 

■償還負担軽減対策 

 畜産経営体質強化支援資金 

  目   的：畜産クラスター計画における中心的な経営体又は認定農業者のうち、酪農、肉用牛

又は養豚経営を営む者に対する経営改善を支援するための一括借換資金の提供 

  原   資：農協等 

  融 資 機 関：農協等（(公社)中央畜産会による利子補給あり） 

  償 還 期 限：25年以内等（据置期間 5年以内等） 

  借入限度額：借入希望者が借り入れた酪農、肉用牛又は養豚経営に必要な資金の借入残高 

  貸 付 利 率：0.25%（令和 3年８月貸付適用分）   

  そ の 他：借入希望者は畜産経営体質強化計画を作成し、都道府県知事の承認を得ることが 

        必要     
 

■家畜伝染病等対応 

 家畜疾病経営維持資金 

  目   的：広範囲に影響を与える口蹄疫等の発生に伴い深刻な影響を受けた畜産経営者に対

する経営再開・継続及び維持に必要な資金の提供 

  原   資：農協等 

  融 資 機 関：農協等（(公社)中央畜産会による利子補給あり） 

  償 還 期 限：７年以内等（据置期間３年以内等） 

  借入限度額：経営再開資金：個人 2,000万円、法人 8,000万円 

        経営継続・維持資金：飼養する頭羽数に応じ設定 

（牛 130千円/頭、豚１３千円/頭、鶏 52千円/100羽 等） 

  貸 付 利 率：0.80%（令和 3年 10月 18日現在）   

  そ の 他：借入希望者は畜産経営体質強化計画を作成し、都道府県知事の承認を得ること 

        が必要     

 

(２)畜産関係融資制度一覧 

   ２で説明した農業経営改善関係資金等も含め、畜産関係融資制度の一覧を掲載しました。 

    →農林水産省 HPからの抜粋ですが、金利は R2.４現在のものとなりますのでご注意ください。 
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２ 新型コロナウイルス感染症関係 
 
 

(1)令和 3年度利子助成事業の概要(新型コロナ関連) 
  
  災害により被災した農業者等を支援するため、農業近代化資金及び農林漁業セーフティネット

資金等の災害関連資金を対象に金利負担を軽減する農林水産省の利子助成事業を（公財）農林水産

長期金融協会が実施しています。 

 

① 事業の趣旨 

新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に影響が発生している農業者等の早急な立ち 

直りを支援するため、当該農業者等が借り入れる農業近代化資金、農林漁業セーフティネット 

資金等の災害関連資金について、貸付当初 5 年間無利子になるよう利子助成金を交付するも

のです。 

 

② 対象者 

ⅰ）新型コロナウイルス感染症（災害関連資金） 

  資金を必要とする農業者等であって、新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に 

 影響が発生していること等を「新型コロナウイルス感染症の影響状況確認表」で融資機関 

 が確認できた者。なお、この確認表は、借入希望者が作成し、融資機関へ提出します。 

 

ⅱ）新型コロナウイルス感染症（反転攻勢関連資金） 

  資金を必要とする農業者等であって、新型コロナウイルス感染症の影響による経営環境 

変化に対応して、新たに取り組む販路拡大や省力化等の反転攻勢に係る「経営展開計画 

（兼取組確認表）（新型コロナウイルス感染症に係るもの）」を作成、融資機関へ提出し、 

その計画の達成が見込まれると融資機関が確認できた者。 

 

③ 対象となる資金・助成内容 

ⅰ）災害関連資金 

農業近代化資金、農林漁業セーフティネット資金、 

農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）：負債整理を含む 

経営体育成強化資金：負債整理を含む 

 

ⅱ）反転攻勢資金 

  農業近代化資金、農林漁業施設資金 

農業経営基盤強化資金（スーパーＬ資金）：負債整理を除く 

経営体育成強化資金：負債整理を含む 

 
 

(２)新型コロナウイルス感染症の影響状況確認表等 
   

  →「新型コロナウイルス感染症の影響状況確認表」、「経営展開計画（兼取組確認表） 

（新型コロナウイルス感染症に係るもの）」を次頁以降に添付 
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（別記様式１） 

 

新型コロナウイルス感染症の影響状況確認表 

 

 

農業協同組合 

信用農業協同組合連合会 

農林中央金庫  支店 

    銀行  支店   

  信用金庫  支店                       

信用協同組合   店 

株式会社日本政策金融公庫   支店 

沖縄振興開発金融公庫     支店 

 

                                   年 月 日 

                      住所 

                      氏名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農業経営に対する新型コロナ

ウイルス感染症の影響状況 

（可能な限り具体的に記載ください。） 

確認結果 

（融資機関が記入する） 

 

適・否 

 

御中 

【農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要綱別表の農林水産省経営局金融調整課長が別に定 

める要件（令和 2年 3月 30日付元経営第 3240号農林水産省経営局金融調整課長通知）第３の４】 
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（別記様式２） 

 

経営展開計画（兼取組確認表） 

（新型コロナウイルス感染症に係るもの） 

 

 

農業協同組合 

信用農業協同組合連合会 

農林中央金庫  支店 

    銀行  支店   

  信用金庫  支店                       

信用協同組合   店 

株式会社日本政策金融公庫   支店 

沖縄振興開発金融公庫     支店 

 

                                   年 月 日 

                      住所 

                      氏名 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症に

より想定される影響 

（可能な限り具体的に記載ください。） 

上記影響に対応するために 

行う取組内容の概要 

 

確認資料 
 

確認結果 

（融資機関が記入する） 

 

適・否 

 

御中 

【農業経営基盤強化資金利子助成金等交付事業実施要綱別表の農林水産省経営局金融調整課長が別に定 

める要件（令和 2年 3月 30日付元経営第 3240号農林水産省経営局金融調整課長通知）第３の５】 
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<発動主体：国>

<発動主体：公庫>

<発動主体：公庫>

<発動主体：公庫>

<発動主体：農協>

３－24

償還期限：１年以上１０年以内

限度額  ：1,800万円まで

貸付利率：ＪＡ所定の金利

対象要件：農機具の購入、点検・修理に付帯する費用、パイプハウス等の資材購入、建設費用など

原   資：農協

融資機関：農協

府の役割：無し

根拠法等：農業協同組合法

保  証：府農業信用基金協会保証

根拠法等：㈱日本政策金融公庫法

保   証：無し

償還期限：２５年以内（据置１０年以内）

限度額  ：貸付けを受ける者が当該年度に負担する額

貸付利率：0.16%～0.30％（償還期間によって異なる）

限度額  ：借受者負担額の８０％ ほか

貸付利率：0.16%～0.30％（償還期間によって異なる）

原  資：㈱日本政策金融公庫

融資機関：㈱日本政策金融公庫または取扱金融機関

府の役割：無し

原  資：㈱日本政策金融公庫

融資機関：㈱日本政策金融公庫または取扱金融機関

府の役割：無し

根拠法等：㈱日本政策金融公庫法

保   証：無し

償還期限：１５年以内（据置３年以内） 果樹の改植・補植２５年以内（据置１０年以内）

保  証：無し

償還期限：１０年以内（据置３年以内）

限度額  ：個人、法人とも600万円 ほか

貸付利率：0.16～0.18％

対象要件：天災により施設の復旧が必要になった農林水産業者に低利の経営資金を融通

貸付利率：その都度設定

対象要件：天災等により経営に著しい影響を受けた農林水産業者に低利の経営資金を融通

原  資：㈱日本政策金融公庫

融資機関：㈱日本政策金融公庫または取扱金融機関

府の役割：無し

原  資：農協等

融資機関：農協等

府の役割：農協等に利子補給を行う市町村に補助及び損失補償を行う市町村に補助

保  証：農協と市町村が損失補償契約を締結

償還期限：６年以内 等

限度額  ：個人200万円、法人2,500万円 等

以上の他に、国版認定農業者に限り、経営改善計画達成のための災害復旧目的で農業近代化資金・スーパーＬ資金を、ま
た、災害を契機に施設の規模拡大等の前向き投資を行う目的で農業近代化資金・スーパーＬ資金（認定農業者に限る）・経
営体育成強化資金を融通できる。

ＪＡ農機ハウス
ローン

＊直ちに発動可
＊府・市町村の
財政負担は不要
＊償還期間が長
い

 農協常設資金

農林漁業施設資金
（災害復旧）再掲

＊直ちに発動可
＊府・市町村の
財政負担は不要
＊償還期間が長
い

＊直ちに発動可
＊府・市町村の
財政負担は不要
＊償還期間が長
い

農林漁業ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄ
資金 再掲

㈱日本政策金融公
庫常設資金

農業基盤整備資金
（基盤の復旧）再
掲

＊直ちに発動可
＊府・市町村の
財政負担は不要
＊償還期間が長
い

㈱日本政策金融公
庫常設資金

資   金   概   要

天災融資資金

＊府・市町村と
も予算措置及び
要綱等の整備が
必要
＊市町村が災害
認定を行う
●このため、貸
付時期が遅くな
る
＊償還期間が短
い

備考

㈱日本政策金融公
庫常設資金

対象要件：天災により流失、埋没した施設等の復旧が必要になった農業者に低利の経営資金を融通

根拠法等：㈱日本政策金融公庫法

3  災害対応資金について

 災害により被害を受けた農林水産業者に対し、その再生に必要な低利の経営資金等を融通することにより、経
営の安定を図ることを目的として、国や府が融資を行う農協に対し利子補給を実施する。また、農林水産業制度
金融の各資金においても災害復旧等に対応する仕組みを構築している。

※災害によって被害を受けた農業者等が利用可能な主な制度資金の一覧

資金名

 災害発生の都度
政令により発動、
府県をまたがる災
害に適用

※貸付利率は、令和３年11月18日現在です。最新の利率をご確認ください。

対象要件：天災により経営に著しい影響を受けた農林水産業者に低利の経営資金を融通

根拠法等：天災による被害農林漁業者等に対する資金の融通に関する暫定措置法



４ 農業信用基金協会について 
  
  農業信用基金協会は、農業信用保証保険法に基づく法人で、農業者等の方々が必要とする 

 資金の円滑な融通を図るために設立された公的な保証機関です。 

 

(1)業務内容 
  
   基金協会は、JAの組合員等の農業者等が、JA等の融資機関から、農業近代化資金等の 

農業（制度）資金、ＪＡ住宅ローン等の生活資金、賃貸住宅資金等の事業資金を借入する際、 

当該借入に対する保証をすることにより、借入を円滑にする信用補完業務を主な業務内容と 

しています。 

   
 

(２)債務保証の仕組み 
    

   協会の債務保証によって、JA等の融資機関から融資を受けた農業者等が、万一返済できな 

   くなった場合、基金協会が農業者等に代わって、融資機関に肩代わり返済（代位弁済）を行い

ます。 

    この代位弁済により、基金協会は農業者等への求償債権を取得し、融資機関が農業者等に有

していた権利（求償権）を全て取得します。 

    以後、農業者等は、経営状況や生活状況に応じ、基金協会に対して、求償債務の返済をする 

   こととなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

(３)主な保証対象資金 
 

   農業近代化資金、農業経営改善促進資金（スーパーS資金） 

   ＪＡ新規就農応援資金、ＪＡ担い手応援ローン、 

ＪＡ農機ハウスローン、農業振興資金 資産継承ローン  等 

 

 

 

【債務保証の仕組み】 

 

農    

業  

者  

等 

 

融資機関 

基金協会 

１ 借入申込・保証委託申込 

３ 融 資 

４ 借入金返済 

１ 保証委託申込 

６ 求償債務返済※ 

2 

 
保

証 

承 

諾 

５ 
 
代

位

弁

済 

※ 

１ 
 
保
証
委
託
申
込 

 

※５・６は、農業者等が融資機関に返済ができなくなった場合のフローを示しています。 
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５ ＪＡバンク大阪の農業資金等 

 

(1)主な融資メニュー 
  

ア JA農機ハウスローン 
   〇対 象 者 JAの組合員であり、農業を営んでいる方又は農業に従事している方 
   〇借入限度額 1,800万円以内かつ所要額以内 
   〇借 入 期 間 1年以上 10年以内 
   〇資 金 使 途 農機具の購入、点検・修理に付帯する費用、パイプハウス等資材購入、 
          建設費用など 
 
  イ 農業振興資金 
   〇対 象 者 JAの組合員であり、農業を営んでいる方又は農業に従事している方 
   〇借入限度額 お近くの JA窓口にお問い合わせ下さい。 
   〇借 入 期 間 30年以内（据置期間 2年以内） 
   〇資 金 使 途 農業経営上必要な資金、農業生産物を加工する事業に必要な資金など 
           
ウ JA担い手応援ローン 

   〇対 象 者 JAの組合員であり、農業を営んでいる方又は農業に従事している方 
   〇借入限度額 3,000万円以内かつ所要額以内 
   〇借 入 期 間 １年以内 
   〇資 金 使 途 【個人】農業生産に直結する運転資金 

        【法人】農業経営に必要な運転資金 
 
エ JA新規就農応援資金 

   〇対 象 者 JAの組合員の方、個人で就農開始 5年目までの方、 
借入時の年齢が 55歳未満の方 

   〇借入限度額 １,000万円以内かつ所要額以内 
   〇借 入 期 間 【短期】１年以内  【長期】17年以内（据置期間５年以内） 
   〇資 金 使 途 農業経営に係る設備・運転資金 

 
 

(２)各種補助事業 
    

  ア JA バンク利子補給 
   〇対 象 資 金 JA農機ハウスローン、農業振興資金、JA新規就農応援資金、   
          JA担い手応援ローン 
           →農業振興資金については、資金使途が土地取得であるもの、借入期間が 10年超 

              のものなどは対象外 

   〇当初実行額 100万円以上 
           →JA新規就農応援資金については 100万円未満の借入の場合も対象となります。 

   〇補 給 期 間 借入当初 3年間 
   〇補 給 率 最大１％ 
 
  イ JA バンク大阪農業融資利子助成 

〇対 象 資 金 JA農機ハウスローン、農業振興資金、JA新規就農応援資金 
   〇当初実行額 100万円以上 
           →JA新規就農応援資金については 100万円未満の借入の場合も対象となります。 

   〇助 成 期 間 アの利子補給適用の場合  補給期間終了後 5年間 
          アの利子補給適用外の場合 借入当初 8年間 
           →大阪府農業信用基金協会の保証付きであることが条件 

   〇助 成 率 最大１％ 
 
  ウ 農業融資に係る保証料助成 
   〇利用条件  JA農機ハウスローン、農業振興資金、JA新規就農応援資金、JA担い手 
          応援ローンを借り入れ、基金協会の保証料を一括前払いで支払った方 
   〇助成内容  一括前払保証料の全額を助成 
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